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【2月20日午後】唐津市のデイサービスの職員仲秋直
樹さんは原発事故の際の対応にはデイサービスの
職員等が不足しており、職員自身も家族を抱えており
対応困難であるなど計画の実効性がないことを証言
しました。また、小城市議の松尾義幸さんは、同市は
原発から40～50㎞の玄海町民の避難を受け入れる
自治体だが、事故の際に小城市民も避難する可能性
もあるのに対策がとられていない等を証言しました。

さらに、福島市の服部崇さんは、福島第一原発事
故の未曽有の被害を自身の経験、農民連の仕事で
わかる農業に関連する被害をリアルに語りました。
【2月27日】九電の中村さんの尋問では、原発がミ
サイル攻撃に耐えられる設計になっていないこと、
放射性物質が大量に放出した時の放水砲は役に
立たないことが明らかになりました【3月13日】九
電の赤司さんの尋問では、基準地震動の策定の際
の不確かさの考慮や保守的考え方が同社のご都
合主義的なものであることが明らかになりました。

東島弁護士の

ココがポイント!
東島弁護士の
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　玄海原発差止訴訟は本年3月で実質審理を終え、次
回9月4日最終弁論を行い、裁判は結審し来春判決言渡
しです。全55回の裁判期日の間に1万4百人余の方が原
告に参加されました。それは、玄海町にある原子力発電
所が一たび重大事故を起こせば、偏西風の影響で佐賀

県だけではなく、福岡、中国地方等広範な地域が放射能
で汚染されて何十年間も人が住めなくなるために、多く
の人が憲法13条に定める人格権（自らの生命や健康、
幸福追求権）に基づき、提訴以来14年間戦って来ました。
　わが国の原発政策は2011年3月の東京電力福島
原発事故後は原発低減が国の方針でしたが、2023
年2月岸田政権はGX基本方針を閣議決定して、新
型小型原発の建設、原発稼働期間の延長等原発の
積極的活用を打ち出し、日本だけが世界の自然再
生エネルギー活用拡大の流れに反して、原発に回
帰するほど反動化しています。
　それだけに、この裁判闘争の意義は重要になっ
ています。8月末には総決起集会を開催して世論を
盛り上げ、最終弁論を成功させ、来年予定されてい
る判決の勝利に向けて、団結を固めて行きましょう。

C o n t e n t s
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　仲秋直樹さんは、原発から約15kmのところにあるデイ
サービス施設の職員です。管理職として、ほか11名の職
員とともに約45名の利用者のお世話をしておられます。
　介護施設では、原発事故時の避難計画を作ること
になっており、事故時にはその計画に従って職員が
対応をすることになっています。果たして計画通りい
くのか…。現場をよく知る仲秋さんから、避難計画が
実行可能なのかを語っていただきました。
　原発事故が起きた際、仲秋さんの施設では、まずは
利用者を家族へ引き渡すことになります。しかし、施設
は避難のための主要道路のすぐそばにあり、渋滞が予
想されるため、家族へすぐに引き渡せるのかわかりま
せん。屋内避難が指示される場合には、家族が外に出
て迎えに来てくれるのかも予測不能です。それに、施
設では、一人暮らしの利用者が７名います。その方々
を自宅へ帰すわけにはいかないので、施設にとどまっ
てもらうことになります。施設では2、3日間は食事の提
供はできますが、寝泊りするための設備に限りがあり
ます。水が止まればトイレの使用もできなくなります。
　施設では、行政から指示されて「防災計画」を作成し
ています。唐津市がひな形をつくり、そのうち職員の数
や連絡先等を施設の側で補充して作成しています。
　この防災計画では、全面緊急事態になったら、エアコ
ンは停止することになっています。当然のことですが、特
に高齢者には熱中症や低体温症のリスクがあります。
被ばくのリスクを考えると、エアコンのオン・オフや換気
について職員が臨機応変に対応することは困難です。
　また、防災計画では、原発事故時には、情報消防
班や安全救護班など3班を構成して対応にあたるこ
とになっています。しかし、仲秋さんの施設の1日の
勤務職員数は約5名。出勤している職員だけでは班

を構成することは困難です。
　防災計画では、休み中の職員も出勤して対応をする
こととなっています。しかし、半数以上の職員に子ども
や高齢者の家族がいます。家族を後回しにして、施設
利用者のために対応することは困難だと言わざるを
得ません。この点は仲秋さんが一番悩まれていて、「管
理者として出勤を指示できますか」と問うと、「絶対出
て来いとは言えないと思います」と率直に述べられま
した。防災計画はとても実状とはそぐわないものです。
しかし、行政はこの内容を知りながら、見直しを指示す
ることなく黙認しています。
　仲秋さんは、防災計画通りに避難を実現すること
は難しいと考えています。それならばなぜ非現実的
な防災計画を維持するのか…。それは、行政からの
指導に従わなければ、介護施設運営に不利益を被る
可能性があるからです。
　仲秋さんの尋問で、原発事故時の市民の避難が民
間事業者に丸投げになっていること、職員の善意や犠
牲のうえに成り立っており、とても非現実的なものであ
ることが明らかになりました。また、行政は非現実的な
ことを把握しているはずなのに、対応していないこと
も分かりました。避難計画の問題は、原発を成立させ
ている制度の非情さ、無責任さを露わにしています。
　最後に、仲秋さんは、「私はエッセンシャルワーカー
という誇りをもって仕事をしている。災害等があれば
自分を犠牲にしてでも仕事を全うしようと思っている。
でも、原発事故は人災だ。その事故の負担をなぜ私た
ちが負わないといけないのか憤りを感じる。一刻も早
く原発をとめて、そういう心配のない世の中にして欲
しい」と、力強く語りかけました。尋問担当者として、心
からその通りだと感じました。

仲秋直樹氏の本人尋問の要旨
弁護士　鍋島典子弁護士　稲村蓉子
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　松尾義幸さんは、玄海原発過酷事故の際に玄
海町からの避難住民全員を受け入れる自治体・小
城市の市議会議員（小城市牛津町在住）です。小
城市民も避難する可能性や避難を受け入れる体
制の不十分性などについて以下のように証言しま
した。

　　　小城市は、玄海原発から南東の方向に約40
～50㎞の位置にあります。小城市は玄海町の住民
すべて、唐津市旧唐津の一部、北波多のすべて、呼
子町のすべての住民の避難先です。それら住民の
人数は玄海町関係約4900名、唐津市関係約8500
名です（令和6年4月現在）。

　　　原発事故の際の避難での懸念の第1は、小
城市民が避難する必要があるのではないかという
ことです。理由の第1は、福島第1原発事故の際に
同原発から約35～45㎞の飯舘村も全村避難とな
ったからです。2011年7月に同村を視察したとき、「
死の村」という印象を持ちました。理由の第2は、訴
訟団で、玄海原発近くから放射性物質に見立てた
風船を春夏秋冬の4回飛ばし結果です。遠くは奈良
県まで飛んだ風船があった一方、高度700mくらい
で飛んだ回では、小城市、柳川方面に多数風船が
落ちたのです。私の市議会での質問に対して、小城
市長も「風向きによっては我々も避難しなければな
らい」などと答弁していました。しかし、避難計画の
策定が義務付けられている30㎞圏外であるとの理
由で、小城市はいざ避難となる場合の具体的対策
はしておりません。

　　　懸念の第2は、避難受け入れ自治体としての
機能は実際には発揮できないのではないかという
ことです。複合災害その他による交通の混乱、施設
の不足、スクリーニング場所の準備の困難性、長期
避難生活に計画がない、小城市民も避難するリス
クなどです。訴訟団での自治体アンケートでも、小
城市は、小城市民が避難するリスクとその時の混乱
を懸念事項として挙げています。

　　　懸念の第3は避難訓練はリアリティに欠け、
実際には役に立たないことです。避難訓練の規模
があまりにも小さすぎます。例えば、2016年以降の
避難訓練でも最大で、バス2台、自家用車10台、避
難者63名の規模です。実際は、玄海町からだけでも
約4900名が小城市に避難するのであり、そこで予
想される混乱、想定外の混乱に対応するものとは
なっていません。
　自家用車での避難が原則となっていますから、
PAZからだけでも2000台の自動車が動くことにな
り、避難経路の確保、バス・運転手の不足、スクリー
ニング検査の実効性、避難弱者のケアなどを検証
できるものとなっていません。また、避難訓練の市
職員の参加人数も、17名から4名に過ぎず、職員の
多くに経験とノウハウが蓄積されているとはいえな
い。実際には役に立たないと思います。

　　　反対尋問では九電の代理人が、30㎞圏外の
避難についても広域避難の定めがある旨を指摘し
ました。これに対し、私は、実際に市議会で5回質問
しましたが、市長は具体的計画を答弁できませんで
した。
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弁護士　東島浩幸弁護士　東島浩幸

 松尾義幸氏の本人尋問の要旨
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　2026年2月20日の原告本人尋問のとりを務めた
服部崇さんは、福島県農民連が経営する産直セン
ターに勤務し、地元の県北農民連の事務局長、生
業訴訟の原告団事務局長を務め、事故以降一貫し
て被災した農家の支援を続けてきました。
　服部さんは、そのような立場から、事故後、福島
の農家が経験した壊滅的な被害の実態や、事故か
ら15年が経過してもなお続いている福島の被害の
実情について証言されました。
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　この15年の間に服部さんが関わってきた農家
達の言葉を涙を浮かべて絞り出すように代弁する
服部さんの姿に、傍聴席は静まり返っていました。
　服部さんたち福島県農民連では、この間、定点
観測で農地の汚染実態調査を続けており、高圧洗
浄しただけの果樹園では現在でも高濃度の土壌
汚染（放射線管理区域の10倍程度）が残存してお
り、東電からの賠償も続いているとのことでした。
　服部さんは、このような現在も続く福島の被害が
「風評被害」と論じられることについて、「風評」とは
根も葉もない噂を指すが、福島の果樹には根にも
葉にも放射性物質が含まれておりこれは「実害」、
それを「風評被害」と論じて全国の消費者の責任に
することは許せない、と語りました。
　また、服部さんは、生業訴訟などで国の責任を
否定している最高裁の判断に触れて、福島の被害
すら収束していないにも関わらず、無責任に原子
力政策を維持している国の姿勢を厳しく糾弾しま
した。
　このような服部さんの鬼気迫る証言を聞いた
九州電力の代理人は、僅かに「これまで佐賀に住
んだことはありますか」との一問だけの反対尋問
を行い、傍聴席の失笑を買いました。国の代理人
に至っては一問の反対尋問すらできず、このよう
な九電や国の代理人の態度に、「わざわざ福島か
ら出てきたのに寂しい。ちゃんと反対尋問して欲
しい」と他ならぬ服部さんから反対尋問を催促す
る珍場面も見られました。

・

・

・

・

・

服部崇氏の本人尋問の要旨
弁護士　池永 修弁護士　池永 修
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　九州電力社員の中村竹弥氏の尋問では、新規制
基準に基づく九電の安全対策が役に立たないこと
を明らかにすることができました。

　まず、中村氏は、原発の格納容器や使用済み燃
料プールがミサイル攻撃に耐えられる設計になっ
ていないことを認めました。ウクライナ戦争におい
て、同国内の原発をロシア軍が攻撃したことは記憶
に新しいところです。原発で過酷事故が起きた場合
に放射性物質の異常な放出を防ぐ対策である「可
搬式設備（人が移動、運搬するポンプ車や電源車）」
について武力攻撃やミサイル着弾時に作業員が外
に出てポンプ車を運転・操作できるかという問いに
対し、「武力攻撃に備えた設計にはなっていません」
と中村氏は回答せざるを得ませんでした。結局、攻
撃を受けて、作業員が屋内に退避せざるを得なか
った場合、複数配備している可搬式設備は「ただ置
いてあるだけになる」という指摘も否定することが
できませんでした。列島沿岸に多数の原発を置くわ
が国で、原発を稼働することがいかにリスクがある
か、決定的な証言を引き出すことができました。
　そもそも、九電が第４段階の安全対策として位
置づけているのに、対策の前提である放射性物質
の放出はシミュレーションしていないと回答し、一
体全体、何を想定して安全対策を検討しているの
か、根本的な疑問の生じる回答でした。

　また、放射性物質が外部に放出された場合の第
５段階の対策である、放射性物質に水をぶつけて

叩き落とす放水砲（私は水鉄砲と呼んだ方が良い
と思いますが）についても質問しました。放水のタ
ーゲットは破損した格納容器などになるが、どのよ
うな破損が起きるかは想定できない、放射性物質
の「放出量も想定できない」と回答しました。放水
による「効果を確認するすべはお持ちでないとい
うことか」との問いに対しても、「はい、放出量も想
定できないので、できません」と明確に認めました。
最後の砦となる放射性物質の拡散抑制対策が、十
分な効果が期待できる根拠のない「机上の空論」
であることがはっきりしました。

　以上のほかにも、中村氏は、使用済み燃料プー
ルの安全性が、原子炉と比較して決定的に劣って
いるという物理的構造の弱点も認めました。原子
炉にある燃料はペレットや格納容器など５つの障
壁で守られているのに対し、使用済燃料プールは
格納容器の外にあり、「格納容器の防御はない」こ
とをはっきりと認めました。また、緊急時対策所を「
免震構造」から「耐震構造」に変更した理由につい
て、「免震構造」のメリットを認識しながら、工期短
縮が目的ではないかと問われ、規制委員会への説
明が二転三転した経緯を問われても「覚えていま
せん」と回答しました。あげく、ＩＡＥＡが定める国
際的な安全基準である「５層の深層防護」が九電
の５段階の安全対策と一致しているのか確認した
ことはない、「５層の深層防護」について、「細かい
中身までは知りません」と回答しました。
　中村氏は、原子力発電本部部長（技術支援担当）

中村竹弥氏（九州電力社員）の証人尋問の要旨
弁護士　池上 遊弁護士　池上 遊
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という責任ある立場にあります。にもかかわらず、
今回このような証言をしたことで、九電の安全対策

や組織としての責任感に対し、裁判官に強い疑念
を抱かせる成果を得ることができたと思います。

　　　

　　ෆ֬썢썬썿஍Ҭಛੑ쎅ྀߟ
　　九州電力の社員・赤司二郎氏は、基準地震動
は地域的な特性を踏まえた不確かさの考慮によっ
て保守性を持たせることが必要と証言した。
　しかし、玄海原発における地域特性の考慮も不
確かさの考慮も、ご都合主義的なもので、保守性
は限定的なものに過ぎない。

　　৽썶쎁׆அ૚쎅ධՁ
　　地震調査研究推進本部地震調査委員会は、令
和4年3月25日、「日本海南西部の海域活断層の長
期評価」を発表した。これによって、九州電力は、壱
岐北東部断層群と警固断層が一連の断層帯として
活動することを新たに考慮することにした。
　　つまり、九州電力は、一般防災を想定している
に過ぎない長期評価よりも過小な活断層の評価し
かしていなかった。

쎂ա썥쎁썛썪썿૾ۉ४஍਒ಈ쎆ฏج　　
　　⑴基準地震動の策定においては、松田式と言
われる経験式によって、活断層の長さから地震規

模を評価している。松田式の基になったデータは、
かなり大きくばらついており、松田式はそれを前提
として平均的な地震規模と活断層長さの関係を示
すものに過ぎない。たとえば、断層の長さ10kmに
ついては、マグニチュード6.2ぐらいの地震もあれ
ば、マグニチュード7.4ぐらいの地震もあり、地震の
規模にして約63倍も異なる。松田式を地震規模の
予測に使うということは、それ位大きな誤差を覚
悟することに他ならない。
　なお、原子力規制委員会は、当初はこのばらつ
きを考慮する旨のガイドを作成していたが、大阪
地裁の敗訴判決を受けて、ガイドを改訂してしまっ
ている。

⑵　また、玄海原発の基準地震動の策定において
は、Noda et al.(2002)という距離減衰式も使われ
ている。地震の規模と震源の距離（等価震源距離）
から、平均的な地震動の大きさを求める式である
が、これにも大きなばらつきがある。

⑶　応答スペクトルに基づく地震動評価では、松

3

1

2

弁護士　甫守一樹弁護士　甫守一樹

赤司二郎氏（九州電力社員）の証人尋問の要旨
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田式とNoda et al.(2002)を用いることによって、ば
らつきにばらつきを重ね合わせている。実際に発
生する地震がこれを超える可能性はあり、そのこと
は赤司証人も認めている。

　　 ෆ֬썢썬쎅ྀߟ쎂썻썛썽
　⑴　玄海原発の基準地震動については、不確か
さを考慮するパラメータとして、①断層長さ及び震
源断層の広がり、②断層傾斜角、③応力降下量、④
アスペリティの位置、⑤破壊開始点を設定してい
る。九州電力は、地震発生前に把握が困難なもの（
上記④、⑤）は重ね合わせるが、過去のデータによ
る経験則からおおよそ把握できるもの（同①から
③）は独立して考慮するという方針にしているが、
彼らが独立して考慮することにしている、①断層長
さ及び震源断層の広がり、②断層傾斜角、③応力
降下量についても、地震発生前には予測が困難と
いう意味では、④、⑤と大して変わらない。①から
⑤をすべて重ね合わせなければ、最大の地震動を
考慮したことにはならない。
⑵　九州電力は、地震発生層を深さ3～20kmと設
定し、震源断層の幅を設定している。
　しかし、微小地震のデータ上、3ｋｍより浅いとこ
ろでも沢山の地震が発生している。九州電力は、地
震発生層を深さ2kmに設定したケーススタディも
行っているが、保守的な考慮をするならば、なぜ基
本的なケースで地震発生層の上端深さを2kmに
設定しないのだろうか。

⑶　九州電力は、竹木場断層について、断層路頭
の調査から、西傾斜50度～60度、東傾斜80度、西
傾斜75度としながらも、近年日本で発生した大規
模地震のうち横ずれタイプの地震の傾斜角を考慮
して西傾斜80度に設定している。しかしながら、当
該活断層の調査によって西傾斜50度、60度、75度
という数字が出ているのに、80度とすることは地
域性の無視ではないだろうか。確かに、断層路頭
の傾斜角と地下の震源断層の傾斜角が同じであ
るとは限らないが、断層路頭の傾斜角は地下の震
源断層の傾斜角を評価する上での重要な考慮要
素ではないか。熊本地震でも、傾斜角は約70度で
あった。地域性を考慮して保守的な想定というの
であれば、せめて西傾斜60度くらいにはすべきで
はないだろうか。
　一方、九州電力は、城山南断層について、傾斜角
90度に設定している。竹木場断層の傾斜角は80度
としながら、90度にした理由として、九州電力は露
頭の調査による傾斜角が不明であることを挙げて
いる。しかし、データがないのであればより大きな
不確かさを考慮するのが当然であり、データがな
いことは基準地震動を値切る根拠にはならない。

　　ऴ쎦쎡쎂
　　赤司証人は、福島第一原発のような事故を二
度と起こしてはならないと証言した。
　しかし、玄海原発の基準地震動の実態は、それ
とは程遠いものになっている。
　　　

4
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赤司二郎氏（九州電力社員）の証人尋問の要旨（つづき）
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今後の日程

　いよいよ9月4日(金)に結審を迎え、あとは来年春頃の判決とな
ります。
　結審とは、裁判ですべての審理手続きが終わり、判決を待つだ
けの状態になることです。ですから結審のあとは、裁判官が判決を
書くばかりとなります。
　裁判官に、原告に有利な判決を書いてもらうためには、世論が
原発停止･廃炉に強く傾いていることを裁判官に印象付ける必要
があります。
　そこで今から私たちに出来ることは、世論の醸成です。

6～7月頃に各地域で集会を開き、この14年間
の裁判の思いを互いに語ったり、講師を呼ん

で話を聞くなどして、地域の仲間と意気を上げましょう。

8月29日(土)午後の結審前集会(講師：樋口英
明元裁判官、佐賀県教育会館)に多くの原告が

集まって、原発廃炉の声を強く上げましょう。

9月4日(金)の佐賀地裁での結審に多くの原告
が集まって、裁判官に勝訴の判決を書くように

アピールしましょう。そしていよいよこの日以降～判決の日までに、
1万人原告の総力を上げて、あらゆる手段を講じて世論を動かし
ていきましょう！

発行元/ 「原発なくそう! 九州玄海訴訟」原告団・弁護団

発行責任者/ 染谷孝
発行日/2026年5月30日

事務局/佐賀中央法律事務所 気付
〒840-0825　佐賀市中央本町1-10 ニュー寺元ビル3階　
TEL0952-25-3121　FAX0952-25-3123

ホップ

ステップ

ジャンプ

2026年　8月29日（土）
場　所　佐賀県教育会館大会議室
13：30　開場
14：00　基調報告
　　　   記念講演（樋口英明元裁判官）
　　　   行動提起
16：00　閉会

結審前総決起集会のご案内

2026年　9月4日（金）
 9：00　佐賀県弁護士会館集合
10：30　最終弁論（佐賀地裁）
12：00　結審報告集会（佐賀県弁護士会館）
　　　   ・最終弁論報告
　　　   ・連帯の挨拶ほか
13：00　閉会

第56回裁判（最終弁論）のご案内

原告のみなさま


